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議案番号 件      名 

提案課名 内      容 

 

議案第４９号 

 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に

関する条例の制定について 

人 事 課 

【改正の趣旨】 

高齢期の職員の活躍を推進するために定年を引き上げるほか、地方

公務員法の一部改正に伴う所要の規定の整備を行うに当たり、当該関

係条例の一部を改正又は廃止しようとするもの。 

 

【関係法令】 

・地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号） 

 

【改正条例】 

 （1） 三田市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和３１年条例

第３５号） 

 （2） 一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第３５号） 

 （3） 職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例（昭和３５年条例

第３０号） 

 （4） 三田市水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４

３年条例第１６号） 

 （5） 職員の定年等に関する条例（昭和５９年条例第２１号） 

 （6） 職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第５号） 

 （7） 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１４年条例第１

０号） 

 （8） 人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年条例第３

号） 

 （9） 三田市職員の特殊勤務手当条例（平成１８年条例第１６号） 

（10） 三田市民病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平

成２１年条例第２５号） 

 （11） 職員の再任用に関する条例【廃止】（平成１３年条例第３５号） 

 

【改正の内容】  

■職員の定年等に関する条例の改正【改正条例（5）】 

１ 定年年齢の引き上げに関する規定の整備 

職員の定年年齢を段階的に引き上げ、６５歳とするための規定の

整備を行う。 

年度 R5 R7 R9 R11 R13 

定年年齢 61 62 63 64 65 

 

２ 管理監督職勤務上限年齢制（役職定年）に関する規定の整備【改

正条例(6)(7)】 

(1) 管理監督職勤務上限年齢（原則６０歳）に達した管理職（管理
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職手当支給対象者）の職員については、翌年の４月１日までに管

理職以外の職に降任する規定を設ける。 

(2) 特例として公務上の必要がある場合には、引き続き管理職とし

て勤務できる規定を設ける。 

 

３ 再任用制度に関する規定の整備【改正条例(11)】 

(1) 定年前再任用制度：６０歳に達した日以後最初の４月１日から

定年退職の日までの間、退職した職員を短時間の職に再任用でき

る規定を設ける。 

(2) 暫定再任用制度：定年年齢を引き上げる間は、現行と同様に再

任用できる制度を暫定的に措置するための規定を設ける。 

(3) 現行の再任用制度：定年年齢の引上げに伴い、現行制度を廃止

する（職員の再任用に関する条例の廃止）。 

 

４ 情報提供・意思確認制度に関する規定の整備 

職員に６０歳以後の任用、給与等に関する情報を提供するととも

に、６０歳以後の勤務の意思を確認するための規定を設ける。 

 

■一般職の職員の給与に関する条例の改正【改正条例（2）】 

１ ６０歳を超える職員の給与に関する規定の整備【改正条例(1)】 

(1) ６０歳に達した日後の最初の４月１日以後の職員の給料の月

額を７割水準とする規定を設ける。 

(2) 管理監督職勤務上限年齢前の給料月額の７割水準となるよう

措置するために、調整額の規定を設ける。（管理職手当支給対象

者） 

 

２ 定年前再任用短時間勤務職員の給与に関する規定の整備 

定年前再任用短時間勤務職員の給料月額、通勤手当、時間外勤務

手当、期末・勤勉手当等に関する規定を設ける。 

 

３ 暫定再任用職員の給与に関する規定の整備 

  暫定再任用職員の給与については、定年前再任用短時間勤務職員

とみなして適用する規定を設ける 

 

■その他の条例の改正【改正条例(3)(4)(6)(7)(8)(9)(10)】 

 地方公務員法の改正に伴う所要の規定を整備 

・「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に、

「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。等 

 

【施行期日】 

令和５年４月１日。ただし、情報提供・意思確認制度に関する規定に

ついては、公布の日から施行する。 

 
 


